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証券取引等監視委員会による行政処分の勧告について 

 

弊社では、平成１８年８月２５日を基準日として、証券取引等監視委員会より検査を受

けておりましたところ、平成１９年６月５日に、弊社につき「電子情報処理組織の管理が

十分でないと認められる状況」であるとして、同委員会より内閣総理大臣及び金融庁長官

に対して行政処分等の適切な措置を講ずるよう勧告が行われました。 

（勧告内容につきましては、別紙に原文を記載しておりますので、ご参照下さい。） 

弊社といたしましては、平素よりシステムの管理体制の充実に努めて参りましたが、こ

の度のご指摘内容および勧告内容を厳粛に受け止め、今後とも一層の管理体制の強化に努

めてまいる所存です。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙） 

楽天証券株式会社に対する検査結果に基づく勧告について 

 

１．勧告の内容 

証券取引等監視委員会は、楽天証券株式会社（東京都港区、代表取締役社長 楠雄治、

資本金７３億円、役職員２０５名）を検査した結果、下記のとおり、当該証券会社に

法令違反の事実が認められたので、本日、内閣総理大臣及び金融庁長官に対して、金

融庁設置法第２０条第１項の規定に基づき、行政処分を行うよう勧告した。 

 

２．事実関係 

○ 証券業に係る電子情報処理組織の管理が不十分な状況 

（１）適切な再発防止策を講じていない状況 

 楽天証券株式会社は、金融庁長官から平成１７年１１月１６日、「証券業に係る電子情

報処理組織の管理が十分でないと認められる状況に該当する。」との理由で業務改善命令

を受け、同命令に基づき、同年１２月１５日、「証券取引法第５６条第１項の業務改善命

令に基づく報告について」を金融庁長官に提出し、システム障害の未然防止のための改善

策などを実施するとし、最終的に、平成１８年５月１９日、金融庁長官に対し「システム

増強策等に関する報告について」を提出し、先の報告に基づく改善が終了した旨の報告を

行った。 

 ところが、当該証券会社では、全顧客又は特定のサービス利用顧客などに影響を与えた

システム障害を含め、依然システム障害が発生しており、以下に述べるとおり、システム

障害の未然防止のための管理が十分とは認められない状況にある。 

 第一に、システム障害の理由は品質管理のためのレビューの不足であり、再発防止策と

して当該レビューを実施する必要があったにもかかわらず、十分なレビューを実施せず、

その結果システム障害を発生させた。 

 第二に、キャパシティ管理などの運用管理態勢の強化が必要だったにもかかわらず、バ

ッテリーの容量不足に伴うシステム障害を発生させるなどしており、システムの安定稼動

を確保するための運用管理態勢の強化が図られたものとは認められない。 

 第三に、システム障害時の情報を蓄積し、原因の究明を実施する必要があったにもかか

わらず、システム障害の再発防止に活用するために必要な「トラブル事態報告書」が作成

されていない、若しくは、作成されていても一連の対応を管理するための管理表への記載

漏れを起こしているなど、管理に不備が認められる。 

 

（２）システムリスク管理態勢が不十分な状況 

  上記（１）の事実によれば、当該証券会社のシステムリスク管理態勢には、以下に述

べるとおり不備が認められる。 



 第一に、「トラブル事態報告書」の作成が不徹底で、経営者に対する報告が漏れている

ものが複数あるなど、システムリスクに関する情報の経営者に対する報告態勢が適切なも

のとは認められない。 

 第二に、品質管理のためのレビュー態勢、良質な電源を確保するための電源管理態勢の

見直しがされずにシステム障害を引き起こしているなど、システムリスク管理態勢は、重

要な部分について、必要な見直しがされておらず、その実効性が維持される態勢とはなっ

ていない。 

 第三に、バッチ処理の終了時刻の遅延を原因とする、顧客からの注文受付の停止という

障害発生時に、顧客に対し必要な情報を開示しておらず、システム障害発生時に顧客の混

乱を防ぐための適切な措置を講じたとは認められない。 

 

当該証券会社における上記の行為は、証券取引法第４３条第２号に基づく証券会社の行為

規制等に関する内閣府令第１０条第１１号に規定する「証券業に係る電子情報処理組織の

管理が十分でないと認められる状況」に該当する業務を営むことに該当するものと認めら

れる。 

 

 


